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ボイリング被害抑止工法は，地表面から比較的浅い表層地盤に人工排水材を打設し，地震時に液状化が

発生するのを許容しつつ，表層地盤へ伝播する水圧を速やかに吸収させることで，地表面の不陸等のボイ

リング被害を抑止する工法である．本工法におけるボイリング対策原理は，本工法と同様の人工排水材を

用いた，地震時の液状化を抑制する過剰間隙水圧消散工法における液状化対策原理とは全く異なり，地震

後に液状化地盤からの伝播水圧を不飽和土でもある表層地盤内で抑制することになるため，新たに設計手

法を確立する必要がある．筆者らは，本工法に関するこれまでの遠心載荷模型実験，定常浸透流解析およ

び有効応力解析による研究成果に基づき，新たに本工法の設計法を確立し，その妥当性を検証したので，

これを提案する． 
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1. はじめに 
 

2011年東北地方太平洋沖地震時，震央から約380kmも

遠く離れた東京湾岸エリアにおいても埋立地等の広範囲

にわたり液状化に伴うボイリング被害が数多く観測され

た 1)．具体的なボイリング被害としては，湾岸エリアの

多数の道路面に不陸が生じたことや港湾の荷役施設等が

挙げられる（図-12)，図-23)）．これらの被害が原因で地

震発生直後において緊急車両等の通行に支障が生じたこ

とや被災した施設の復旧に時間を要したことは想像に難

くない． 
ボイリング被害抑止工法は，地表面から比較的浅い表

層地盤に人工排水材（以降，ドレーン材という）を打設

し，地震時に液状化が発生するのを許容しながらも，表

層地盤へ伝播する水圧を速やかに吸収させることで，地

表面の不陸等のボイリング被害を抑止する工法である．

本工法は，側方流動等の液状化被害対策には適用できな

いものの，冒頭で述べたようなボイリング被害を防げる

ため，地震発生直後の緊急車両等の通行や事業継続計画

（BCP）の策定が可能となる 4),5),6)．特に，本工法は，対

策範囲が比較的浅い表層部のみで済むことから，湾岸エ

リアの広範囲を対象とする場合において施工性，経済性

に優れ，今後発生が予想される東南海地震や首都直下地

震といった大規模地震に備えて減災を講じる上で有用と

なる． 
しかしながら，本工法におけるボイリング対策原理は，

本工法と同様のドレーン材を用いた，地震時の液状化を

抑制する過剰間隙水圧消散工法における液状化対策原理

とは全く異なり，地震後に液状化地盤からの伝播水圧を

不飽和土でもある表層地盤内で抑制することになるため，
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新たに設計手法を確立する必要がある． 
筆者らは，これまで本工法に関して遠心載荷模型実験

4),5),6)，定常浸透流解析 5)および非定常不飽和浸透流解析

（有効応力法に基づく地震応答解析）を行ってきており，

これらの研究成果に基づいて新たに本工法の設計法を確

立するとともに，その妥当性を検証した．以下では，筆

者らが確立したボイリング被害抑止工法の提案設計法に

ついて詳細を述べる． 
 

2. ボイリング対策原理 
 
本工法と同様のドレーン材を用いた過剰間隙水圧消散

工法（以降，DEPP 工法 3）という）は，冒頭でも述べた

ように液状化対策として適用される工法であり，その対

策原理は，地震時に飽和砂地盤内で発生する過剰間隙水

圧を速やかに消散させ，最大過剰間隙水圧比を許容値

（一般に，0.25または0.5）以下に抑え，液状化の発生を

防ぐというものである．一方，本工法のボイリング対策

原理は，地震時に液状化の発生を許した状態で，地震後

に液状化地盤から伝播する水圧を速やかに吸収し，表層

地盤内において地盤の不均質性などにより局所的に増加

する上向きの浸透流を防ぐことで，ボイリングの発生を

防ぎ，もって地表面の凸凹等の被害を防ぐというもので

ある．このように，ボイリング対策原理は，地震時に液

状化を許容する点や，地震後に液状化層から伝播する水

圧を吸収する点等において，液状化対策原理とは異なる． 
地震後において，実際に観察される噴砂等のボイリン

グ現象は，液状化層から表層地盤に過剰間隙水圧が伝播

する際，地表面の舗装等の不透水性や表層地盤の不均質

性などが原因で，限界動水勾配を上回る上向きの浸透流

が局所的に発生するものと考えられる．振動台模型実験

や有効応力法に基づく地震応答解析（以降，有効応力解

析という）では，一般的に，粘土やシルトを含まない均

質な砂質系地盤材料を用いることが多く，この場合，地

表面に舗装等の遮水材を設けない限り，上記のような理

由からボイリング現象を再現することは難しいと考えら

れる． 
一方，均質な砂質系地盤材料を用いた場合でも，限界

動水勾配を上回る上向きの浸透圧を強制的に与える実験
例えば，5),6)では，ボイリング現象を再現できることが確認

されている．ドレーン材によるボイリング抑制効果を検

証した実験 5)では，ボイリング現象が観測されたケース

で過剰間隙水圧比は 1.0 付近であったのに対し，ボイリ

ング現象が観測されなかったケースでは 0.5 を少し上回

る程度であったことが確認されている．ただし，この実

験では，地盤全体が最初から飽和している状態で行われ

ているため，過剰間隙水圧比は水位が地表面にあるとき

の初期鉛直有効応力に対する鉛直有効応力の減少比（こ

こでは，有効応力減少比という）になる．実際には，地

下水位は地表面より数mの深さにあるため，地震前では，

不飽和土層においてサクションが作用した状態にある．

これについては，不飽和土層が設けられた別の実験 6)に

おいて，不飽和土層内においてサクションの影響を受け

て有効応力が増加した分だけ過剰間隙水圧が増加するこ

とが確認されている． 
以上の2つの実験成果 5),6)と後述の定常浸透流解析（第

4 章）および有効応力解析（第 5 章）を踏まえ，筆者ら

は，均質な砂質系地盤材料を用いた場合においてもボイ

リング現象を評価できるように，ボイリング抑制指標と

して，次式で定義される有効応力減少比を導入した． 

=       (1) 

ここに， ：鉛直有効応力 ′ における有効応力減少比，

′ ：静水位が地表面にあるときの鉛直有効応力(kPa)，
′ ：不飽和土層上面における鉛直有効応力(kPa)である．

図-3 に，ボイリング抑制指標としての有効応力減少比

の概念を鉛直有効応力 ′ と関連付けて示す．図中の

は，許容有効応力減少比といい， ≤ のとき，

ボイリングを抑制できることを意味する． の具体的

な値としては，前述の既往の実験 5)より 0.5 が妥当であ

る． 
なお，ボイリング抑制指標としての有効応力減少比の

定義式(1)は， ′ = 0のとき，式(2)で表され，水位が地

 
図-1 浦安市における液状化による道路被害 2) 

 

図-2 東京港木材ふ頭岸壁における未改良部の噴砂被害 3) 
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表面にある時の過剰間隙水圧比と同じ定義になる． 

= 1 −        (2) 

すなわち，式(1)で定義される有効応力減少比は，過剰

間隙水圧比と同義語であり，また，不飽和土層のみでな

く，飽和土層や液状化層に対しても適用可能である． 
地震前から地震時および地震後において有効応力減少

比 がどのように遷移するかについては，次の通りで

ある．まず，地震前では，不飽和土層にはサクションが

作用するため，鉛直有効応力は，図中の「サクションを

考慮した地震前の ′ 」で示される線上にあり， ′ よ

りも大きく， < 0の状態にある．地震時に飽和土層

深部において液状化が発生し，不飽和土層においても多

少は水圧が上昇するものの，大部分はサクションが作用

したままの状態である場合が多く， < 0の状態を保

つ．地震終了後では，地震動により液状化層に蓄積され

たエネルギーの消散に伴い，時間の経過とともに，液状

化層から飽和土層浅層部を介して不飽和土層に水圧が伝

播し，サクションが切れ， > 0に転じる．すなわち，

液状化現象と同様に過剰間隙水圧が上昇しはじめる．地

表面に不透水性の舗装体等がある場合や，不飽和土層が

粘土やシルトを含む不均質な砂質系地盤で構成されてい

る場合，限界動水勾配（ = 1，初期液状化に相当）

以上の浸透圧が生じることもあり，この場合，ボイリン

グが生じることになる．一方，有効応力解析において地

表面に不透水性の舗装体等を設けず，不飽和土層を均質

な砂質系地盤とする場合，前述の通り，限界動水勾配に

達することは難しい．ただし，現実には地盤の不均質性

等から局所的にボイリングが発生すると予想されること

から，ここでは， ≤ を満足できなければボイリ

ングを確実に抑制することはできないと考える．言い換

えれば，不飽和土層を均質な砂質系地盤とした有効応力

解析では， > のとき，ボイリングが発生する可

能性があるとみなされる．なお，実験 5),6)との整合性が

確認されている限界動水勾配を上回る上向きの浸透流を

強制的に与える定常浸透流解析においては， ≤
のときボイリングを確実に抑制できる範囲となる．以上

より，ドレーン材を不飽和土層および飽和土層浅層部に

打設し，最大 を許容値 以下にすることが本工法の

ボイリング対策原理となる．  
なお，本工法は道路面等の舗装部への適用を想定して

いることから，ドレーン材を通して排出される間隙水は，

図-3に示す透水性の高い砕石層（排水性の良い路盤）に

吸収されることを前提としている．そのため，舗装部に

ついては路盤で吸収された間隙水圧を消散できるように

排水機能を持たせておく必要がある． 
次章では，以上のボイリング対策原理に基づいて提案

する設計法について述べる． 
 
3. 設計法の提案 

 

(1) 提案設計法のフロー 

図-4に，提案する設計法のフローを示す．図中の中央

部の太線で囲った枠内フローが本ボイリング被害抑止工

法に適用される設計法に該当する．また，本工法は，港

湾基準 7),8)による液状化判定等のスクリーニングを経て

ボイリング対策が必要と判断された場合に適用される．

地震時支持力検討をボイリング被害抑止工法から外して

いるのは，仮に地震時支持力の検討を省略したとしても，

ボイリング対策効果が発揮できれば地表面の不陸を抑制

できる 6)ため，緊急車両等の通行やBCPの策定等が可能

となるからである．ただし，実際には，港湾施設上の荷

役や道路面上の車両等が地震時に常駐していることがあ

るため，これらの上載荷重に対して，液状化の可能性の

ある飽和砂地盤を含め，十分な支持力が確保されている

ことを確認しておく必要がある．また，地震時支持力を

確保するのに必要な最小層厚（ ）は，ドレーン材

の打設深度と打設間隔（以降，打設仕様という）を決定

する際に必要な設計条件になる． 
ドレーン材の打設仕様の決定は，安全側の設計となる

よう，後述の簡易設計法を用いることを基本とする．こ

のとき， の範囲が地下水位以上であるか，地下水

位以下であっても液状化しないと予想される層であれば，

簡易設計法で決定した打設仕様をそのまま適用できる．

の範囲内において液状化すると予想される層があ

れば，原則として，液状化対策が必要となるため本工法

の適用外となる．ただし，詳細は後述するが，液状化す

ると予測判定された地盤でも，簡易設計法で決定した打

設仕様に対してボイリング対策効果を発揮できる場合が

 
図-3 鉛直有効応力分布におけるボイリング抑制指標の概念 
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あるため，詳細設計法を用いて合理的な設計を行うこと

もできる． 
なお，地震時支持力の算定方法については後述するが，

必要支持層厚が非液状化層内にある場合は特に問題には

ならないものの，液状化が予測される層に必要支持層厚

がかかる場合は，本工法の適用（ドレーン材の打設）後

に当該液状化予測層においても支持力を確保できること

を確認しておく必要がある．ここでは，液状化の可能性

のある地盤において一般に過剰間隙水圧比が 0.5 程度以

下であれば土粒子の嚙み合わせは変化しないと考えられ

ていることから，前述のボイリング対策原理と同様に考

え， = 0.5としたとき， ≤ を満足できれば，

所定の支持力を確保できるものとする．ただし，後述の

地震時支持力検討において当該有効応力減少比の影響を

考慮しておくことが前提条件となる． 
 

 
図-4 ボイリング被害抑止工法の提案設計法のフロー 
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(2) 設計条件 

設計地震動は，本工法が大規模地震への適用を想定し

ていることから，レベル 1 地震動はもちろん，レベル 2
地震動も対象とすることができる．設計上載荷重は，前

述の通り，地震時支持力検討に用いられるもので，当該

支持力確保に必要な最小層厚（ ）がドレーン材の

仕様を決める際の設計条件となる．ドレーン材の選定で

は，本工法に用いられるドレーン材として，現状におい

て図-5に示す 2種類があり，いずれかを選定する．これ

ら 2種類のドレーン材の仕様を表-1に示す．許容有効応

力減少比 は，前述の通り，既往の研究 5)より 0.5が推

奨される．設計動水勾配 は，ボイリング現象を再現す

る既往の実験 9),10)では1.2～1.3であることが確認されてい

る一方，筆者らによる実験 5),6)では 1.5程度であることが

確認されている．これらの動水勾配 1.2～1.5 は，従来の

各種設計基準 11),12),13)における静的なボイリング現象に対

する安全率とも整合する．ここでは，安全側の設計の観

点でこれらの最大値 1.5 を設計動水勾配 の標準値とす

る． 
 

(3) ボイリング対策要否判定のためのスクリーニング 

a) 港湾基準の液状化予測・判定に基づく 値の算定 

液状化の予測・判定法として，港湾基準 7),8)以外にも

道路橋示方書 14)や建築基礎構造設計指針 15)等があるが，

ここでは，臨海部の港湾施設や工場，商業施設等を対象

とすることから港湾基準に基づくものとする．港湾基準

における液状化予測・判定では，図-6に示す通り，等価

N 値と等価加速度から I～IV に区分される．ここに，等

価 N 値は，有効上載圧と N 値より算定される値（細粒

分含有率による補正分を含む），等価加速度は，地震応

答解析で得られる最大せん断応力を有効上載圧で除した

せん断応力比に重力加速度や種々の係数を掛けた値であ

る．また，I～IV の予測・判定は，次の通りである．I：
液状化する，II：液状化する可能性が大きい，III：液状

化しない可能性が大きい，IV：液状化しない．図中に予

測・判定の一例として，ある土層の等価 N 値( ) と等

価加速度 に対する予測結果（●印）を示す．このと

きの液状化安全率 は，次式を用いて算定される． = ⁄       (3) 
ここに， は，( ) に対する区分 II と区分 III の境界

における等価加速度である．等価 N 値が 16 以上の場合

は，液状化しないと判定され， > 1となる． 
b) 液状化危険度 値の算定 

液状化危険度 値は，次式 16)を用いて算定される． 

= ∫ ∙ ( )d              (4) 

= 1 − (if ≤ 1)0.0 (if > 1)                        (5) 

ここに， （0 ≤ z ≤ 20）は，地表面からの深さ(m)，
( )は，深さ方向の重み関数（ ( ) = 10.0 − 0.5 ∙ ）

である． ≤ 5のとき，液状化危険度は低いと判定さ

れる 16)．すなわち，この段階で ≤ 5であれば，ボイリ

表-1 ドレーン材の仕様 

 
 

 
図-5 ドレーン材 

 

 
図-6 等価N値と等価加速度による液状化予測・判定 7)に加筆 
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ング対策は不要と判断してよい． 
c) 石原法による判定 

液状化により地盤変状が生じるか否かを判断する方法

の一つに，石原による提案方法 17)（以降，石原法という）

が知られている．この方法は，地震動の基盤最大加速度

に応じて不飽和土層厚 （石原法では表層の非液

状化層厚であるが，本工法では，不飽和土層内に砂層が

存在する場合を対象とするため地下水位以浅の層厚とす

る）と液状化の可能性のある層厚 により液状化が地

表面変状に影響を及ぼすか否かを評価するものである

（図-7）．すなわち，図中の点線で示す の境界線

より左側にあれば，液状化により地盤変状が生じる可能

性があり，ボイリング対策を要すると判定する． 
 

(4) 地震時支持力検討 

地震時支持力検討では，地震時に道路面上に常駐して

いる車両や港湾施設の荷役に対して，特に地下水位以深

では過剰間隙水圧の上昇により支持力が低下することが

考えられるため，そのような場合でも十分な支持力を確

保できる，必要支持層厚 を算定することを目的と

する．地下水位以浅については，ボイリング対策が施さ

れることを前提に地下水位以深からの水圧伝播はしない

と考え，支持力低下は生じないとする． 
本工法では，前述の通り，ドレーン材の打設深度は

を参照して決定される．ここでは，その を算

定しやすいように，共同溝設計指針による浮上がり安定

計算法 14)を参考に，車両や荷役等の設計上載荷重が受け

る土塊の支持力について安定計算を行う．図-8に，地震

時支持力計算の概念図を示す．ここに， : 地表面から

の深さ(m)， : 方向載荷幅(m)， : 方向載荷幅(m)，
: 載荷重(kPa)， : 不飽和土の湿潤単位体積重量(kN/m3)，

′: 飽和土の水中単位体積重量，φ: せん断抵抗角(度)，
( ): 深さ における水平方向土圧(kPa)， : 作用力(kN)，
, : それぞれ，片側 方向面および片側 方向面に

おけるせん断抵抗力(kN)， : 不飽和土層のみで支持で

きる場合の必要最小層厚(m)， : 支持力を不飽和土層

のみで確保できない場合の飽和土層を含めた必要最小層

厚(m)である．作用力 は，必要支持層厚が の場合に

ついて図のハッチングで示す土塊に作用する載荷重

（= ）と当該土塊の自重 の和（ = + ）

で与えられる．一方，この作用力 に対する抵抗力 は，

ここでは，次式に示す通り，当該土塊に接する鉛直面の

せん断摩擦抵抗として与える． = 2 + 2                 (6) 

= tan ∫ ( )d    (7) 

= tan ∫ ( )d    (8) 

( ) =           (9) 
ここに， は，静止土圧係数である．ただし，式(7)お
よび式(8)は，必要支持層厚が の場合を対象としてい

る．まず，上式をもとに ≥ を満足する最小の を

求める．もし， ≤ を満足できない場合は，式(7)お
よび式(8)における を に置き換えるとともに，式(9)
における定義を式(10)に置き換え， ≥ を満足する最

小の を求める．すなわち， ≤ のとき， =
とし， > のとき， = とする． 

( ) = (if ≤ )′ (1 − ) (if > )            (10) 

 
 

 
図-8 地震時支持力計算の概念図（上：平面図，下：正面図） 

 

 
図-7 液状化が地表面変状に影響を及ぼす不飽和土層厚 H1と液

状化の可能性のある層厚H2の関係 
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(5) 簡易設計法と詳細設計法 

簡易設計法では，後述の設計チャート（第 4章，付録）

を用いて，設計動水勾配 ，許容有効応力減少比 お

よび必要支持層厚 の3つの入力パラメタに対し，ド

レーン材の打設深度と打設間隔を決定する．本設計チャ

ートは，地盤材料が一様な液状化層を含む砂質土層を対

象として，限界動水勾配を上回る設計動水勾配 を与え，

複数の打設仕様に対して定常浸透流解析が行われた結果

に基づいて予め作成されている．また，この簡易設定法

で決定される打設仕様は，限界動水勾配を上回る設計動

水勾配 を与えることから詳細設計法に比べ安全側の設

計になる．ただし，簡易設計法では，不飽和土層内にお

いて砂質土層の他に粘土層やシルト層が混在している場

合や液状化層にドレーン材が打設されている場合の挙動，

および設計地震動に対して実際に予測される挙動につい

ては評価できないため，これらを評価する場合は，詳細

設計法を用いる．ここに，詳細設計法とは，第 5章でも

述べるが，図-4の設計フローに示す通り，疑似一次元有

効応力解析（解析はドレーン材を考慮した二次元解析で

あるが，水平成層地盤を対象とする一次元的な挙動とな

るように拘束条件を課した解析）を行い，式(1)に示す

ボイリング抑制指標 （有効応力減少比）を用いてボ

イリング対策効果を照査することをいう． 
 
4. 簡易設計法における設計チャート 

 
(1) 概要 

前述のとおり，既往の研究 5)ではドレーン材の打設間

隔 と打設深度 を適切に設定することで有効応力減少

比 の上昇を抑え，ボイリングの発生を抑制できるこ

とが遠心模型実験で確認されている．また，遠心模型実

験結果を浸透流解析で再現できることも示されている．

そこで，打設間隔 および打設深度 と有効応力減少比

の関係をより詳細に把握するため，打設間隔 と打設

深度 に加えて上向き動水勾配 の 3つをパラメタとして

浸透流解析を実施し，各パラメタに対する有効応力減少

比 の応答を調べた．解析結果については3つのパラメ

タの組み合わせ毎に有効応力減少比 の深度分布のグ

ラフとして整理し，これを設計チャートとしている．簡

易設計法において，設計条件である設計動水勾配 ，許

容有効応力減少比 および必要支持層厚 に対応す

る設計チャートを用いることで，最適な打設間隔 と打

設深度 を決定することが可能となる． 
 
(2) 浸透流解析 

 設計チャートを求めるための浸透流解析では既往の研

究 5)と整合性をとるために解析条件はできるだけ揃えて

いる．図-9 に代表的な解析モデルを示す．相対密度

=60%相当の一様な砂地盤を想定しており，地下水位

は地表面と同レベルとし，層厚は10mとしている．その 
下には遠心模型実験と同様に透水性の高い礫層を設けて

いる．モデル奥行方向の寸法は 2.4m とし，その中央に

ドレーンを一列配置し，解析モデルは 3次元であるが，

2 次元問題として扱えるようにしている．ドレーンの打

設間隔 を 0.5～3.5mの 7水準，打設深度 は 2.0～6.0の 9
水準として表-2に示すような組み合わせとした．なお，

ドレーンの直径は実物のドレーンとほぼ同等の 10cm と

している．このモデルの下端（礫層下端）にボイリング

を生じさせるための上向き動水勾配 として，設計動水

勾配 の標準値である1.5の他に0.8，0.9，1.0，1.2，1.4，
1.9，2.9の8水準とした．よって，解析ケース数は7水準

×9水準×8水準の掛け合わせで合計504ケースである．

解析コードは飽和・不飽和浸透流解析 UNSAF を定常流

解析として使用した． 
 
(3) 浸透流解析結果と設計チャート 

 すべての解析ケースの計算結果において，ドレーンの

打設間隔の中間地点における間隙水圧の解析値から静水

圧分を引いた値をボイリングにより生じた過剰間隙水圧

として水位が地表面にあるときの鉛直有効応力 ′ を求

 
図-9 解析モデル断面図・平面図 

 
表-2 打設間隔と打設深度の組合せ 

 
 
 
 
 
 
 

 

打設間隔 S(m)
打設深度 L(m) 未改良 0.5 1.0 1.5 2.0 2.5 3.0 3.5

未改良 ○ - - - - - - -
2.0 - ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
2.5 - ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
3.0 - ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
3.5 - ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
4.0 - ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
4.5 - ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
5.0 - ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
5.5 - ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
6.0 - ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
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め，式(1)を用いて有効応力減少比 の深度分布の分布

を求めて設計チャートを作成した．図-10 には動水勾配

=1.5，打設間隔 =0.5m と 1.0m のシリーズについて解析

結果から作成した設計チャート例を示す．ここで，例え

ば，設計条件が設計動水勾配 =1.5，許容有効応力減少

比 =0.5，必要支持層厚 =5.0m とした場合，設計

チャートから，打設間隔 =0.5m で打設深度 =4.5m，あ

るいは打設間隔 =1.0mで打設深度 =5.0mと求まる． 
なお，図-10 以外の設計チャートについては付録に記載

しているので参照されたい．ただし，実際の設計では，

参照する打設間隔の範囲は実験で確認されている 1.5m
までとする．なお，本論文で検討したドレーン仕様以外

を採用する場合は，詳細設計法を用いるか，別途，実験

や浸透流解析を実施し，妥当性を評価することが望まし

い． 
 
5. 詳細設計法と提案設計法の検証 

 
(1) 詳細設計法 

a) 簡易三相系による不飽和浸透流解析の方法 

詳細設計法では，地震時および地震後において間隙水

の移動を考慮できるひずみ空間多重せん断モデル 18)

（FLIP ROSE：通称，カクテルグラスモデルという）を

用いて有効応力解析を行い，式(1)に示すボイリング抑

制指標 （有効応力減少比）を用いてボイリング対策

効果の照査を行う．地震時および地震後における不飽和

土層の間隙水の挙動を予測するには非定常の不飽和浸透

流解析が必要となるため，ここでは，土の間隙である水

と空気の混合体を一つの等価な間隙体（以降，等価間隙

体という）とみなした二相系（以降，簡易三相系という）

の解析を用いる． 

簡易三相系の場の方程式は，u-p formulation19)で表され

る飽和多孔質体の二相系の場の方程式における間隙水の

密度 と体積弾性係数 を，等価間隙体のみかけの密

度 と体積弾性係数 に置き換えたものとなる．すな

わち，簡易三相系の場の方程式は，式(11)に示す多孔質

体の運動方程式と式(12)に示す等価間隙体の収支バラン

ス式が連成したものである． 
, + = ̈              (11) 

, − + ̈ , − ̇ = ̇          (12) 

ここに， ：全応力テンソル(kPa)， ：多孔質体の密度

(t/m3)， ：重力加速度ベクトル(m/s2)， ：土骨格の変

位ベクトル(m)， ：透水係数テンソル(m/s)， ：間隙

圧(kPa)， ：等価間隙体の密度(t/m3)， ：土骨格のひ

ずみテンソル， ：間隙率， ：等価間隙体のみかけの

体積弾性係数(kPa)である．また，応力テンソルとひずみ

テンソルには，それぞれ次の関係がある． = ′ −        (13) 
= , + , 2⁄            (14) 

ここに， は，有効応力テンソル(kPa)である．ただし，

応力テンソルとひずみテンソルの符号については，引張

を正とし，間隙圧の符号については，圧縮を正とする． 
飽和度 に対する等価間隙体のみかけの体積弾性係数

については，次式で与えられる 20),21)． 

= +       (15) 

ここに， は，水の体積弾性係数(kPa)， は，空気の

体積弾性係数(kPa)である． 
上田ら 20）は，FLIP ROSEにおいて三相系の場の方程式

を u-p formulation に基づいて定式化した上で，飽和度が

100%に近いことを前提条件として，三相系における間

 
(a) 打設間隔S=0.5m         (b) 打設間隔 S=1.0m 

図-10 設計チャート（i=1.5） 
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隙水圧 と間隙空気圧 の差であるサクションs（=− ）をゼロとみなし，式(11)～式(15)に示す簡易三

相系の場の方程式を導き，遠心模型実験との整合性を確

認した上で簡易三相系解析の適用性を確認している．た

だし，飽和度が 100%に近いことを前提条件としつつも，

一般的な水分特性曲線をもつ砂であれば，飽和度は 70%
程度であっても簡易三相系解析を適用可能としている．

また，飽和度が 90%の場合について間隙水圧の増分に相

当する間隙圧 は三相系解析における間隙空気圧 にほ

ぼ一致することも確認している．このことは，ボイリン

グが発生する状態では飽和度が高い状態であることが前

提となるため，このような不飽和浸透流解析では飽和度

の変化による影響よりも間隙圧（間隙水圧の増分）の影

響が支配的であると解釈できる．以上のことから，本来

の不飽和浸透流解析では，渦岡ら 22)のように比水分容量

や比透水係数を飽和度に応じて逐次更新するのが妥当と

考えられるものの，飽和度を 90%以上の適当な値に固定

して簡易三相系解析を行うやり方は，ボイリング対策効

果の照査においては の最大値を評価できればよいた

め，一種の近似解法として十分適用可能な解法といえる． 
実際の解析では，渦岡ら 22)の方法に倣い，不飽和浸透

流解析の前に，初期自重解析において地下水位面で間隙

圧ゼロ境界（排水境界）を設けて定常浸透流解析を行い，

地下水位以浅の不飽和土層に次式で表される初期サクシ

ョン を予め作用させておく． = − (ℎ − ℎ)                (16) 
ここに， ℎ は，初期全水頭(m)（地震前の地下水位にお

ける位置水頭），ℎは，位置水頭(m)である．この初期自

重解析に引き続く地震時の有効応力解析（不飽和浸透流

解析）では，地表面は舗装体であるとして地表面の境界

条件を非排水条件とするが，この条件の適用は，地表面

において間隙圧（間隙水圧の増分）が初期サクション

に達する時刻（ここでは， と定義する）までとす

る．これは，現実には，地表面において間隙水圧の増分

が初期サクションに達した時点でサクションが完全に切

れ，舗装面の亀裂等から水が漏れ出ると考えられるため

である．したがって，ボイリング抑止指標である の

評価では，時刻 までの解析値を用いるものとする． 
なお，地震時の有効応力解析の段階で地表面に間隙圧

ゼロ境界を設けると，初期自重解析（定常浸透流解析）

で予め作用させておいた地表面での初期サクションが地

震開始時点で切れることになるため，表層地盤が均質な

砂地盤である場合，液状化層から伝播する上向きの浸透

流は，限界動水勾配よりもはるかに小さい静水圧程度し

か生じないことを事前に確認している． 
b) 疑似一次元有効応力解析の方法 

ドレーン材一本あたりの対策効果を照査するため，こ

こでは，図-11 に示すような疑似一次元地盤モデルを用

いる．疑似一次元地盤モデルとは，ドレーン一本あたり

の排水挙動を考慮した上で，同一深度においてドレーン

材中央を中心とした同心円上の間隙圧，水平変位，およ

び鉛直変位の 3つの自由度がそれぞれ同じになるように

拘束をかけたもので，水平成層地盤における一次元的な

挙動を疑似化したモデルである．また，この疑似一次元

地盤モデルを用いて上記の簡易三相系による不飽和浸透

流解析を行うことを，ここでは，疑似一次元有効応力解

析という． 
なお，ここで用いる疑似一次元地盤モデルは，液状化

対策としてドレーン材を用いた既往の研究 23),24)に倣い，

ドレーン材一本あたりの軸対象条件を平面ひずみ条件に

変換したものである．ただし，既往の研究ではドレーン

材の打設部を排水境界として扱っているのに対し，ここ

では，ドレーン材を要素としてモデル化する．ドレーン

材の要素では，透水機能のみを考慮できればよいため，

透水係数のみドレーン材のものを適用し，その他の密度

やせん断・体積変形特性，ダイレイタンシー特性等につ

いては周囲の地盤要素に合わせる．ドレーン材の周囲に

ある地盤要素の水平方向の透水係数については，既往の

研究と同様，次式に示す軸対象条件と等価な透水係数

′ を用いる． 

′ =          (17) 

ここに， ：軸対象条件における平均圧密度 に対する

時間係数， ′ ：平面ひずみ条件における平均圧密度

に対する時間係数， ：もとの透水係数(m/s)である．

平均圧密度 の具体的な値については，既往の研究 22),23)

において一般的な砂の場合は 90%以上が適切であること

 
図-11 疑似一次元地盤モデルの例（不飽和層厚 3m，打設深度

4m，打設間隔 2mの解析メッシュ） 
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が確認されているため，ここでは， = 90%を標準値

とする． 
 

(2) 提案設計法の検証 

a) 背景と目的 

ここで提案する設計法は，基本的には前章で述べた簡

易設計法のことをいう．この簡易設計法は，定常浸透流

解析 5)に基づいており，遠心載荷模型実験 5),6)との整合性

が確認されている．これらの実験と解析は，いずれも均

質な砂地盤に対して限界動水勾配を上回る上向きの浸透

流を静的に与え，強制的に全土層を液状化させることか

ら，ドレーン材の打設後においては，あくまでも液状化

層以浅の表層地盤が対象となり，実際に地震時に液状化

する土層については対象外である．また，ここで与えら

れる設計動水勾配 は，実験結果に基づき，安全側の設

計の観点から 1.5 が標準として用いられる．均質な砂地

盤を対象とした有効応力解析では，液状化層から伝播す

る上向きの浸透流は最大でも限界動水勾配程度にしか達

しないことから，簡易設計法は，明らかに安全側の設計

になる．ただし，表層地盤の上層部にシルトや粘土とい

った透水性の低い土層が存在する場合，有効応力解析

（非定常不飽和浸透流解析）においては，低透水層下の

不飽和砂地盤において限界動水勾配を上回る浸透流が発

生する場合があることを事前に確認している．そのため，

このような場合においても，簡易設計法が妥当な設計法

であるかを確認しておく必要がある． 
以上のような背景のもと，ここでは，簡易設計法を主

体とする提案設計法の適用性を確認することを目的とし

て，簡易設計法で決定したドレーン材の打設仕様に対し

て，詳細設計法である疑似一次元有効応力解析（非定常

不飽和浸透流解析）を用い，地震時における実際のボイ

リング抑止指標 が，液状化層を含めどのような挙動

を示すかを確認した上で，簡易設計法による打設仕様の

妥当性を検証する． 
b) 検討条件 

検討対象とする地盤は，相対密度 =60%の均質な砂

質土が一様に堆積した層厚10mの水平成層地盤とする．

未対策地盤に対して有効応力解析に用いる一次元モデル

を図-12に示す．G.L.0.0mより上にある 50cm層厚の透水

層（砕石）は，舗装体の路盤部を想定したもので，当該

層がドレーン材の排水機能の役割を果たすことになる．

また，施工上はドレーン材の排水機能を確保するため当

該透水層を含めて打設することになるが，設計上の打設

深度は，透水層への打設分を含まないものとし，

G.L.0.0m を起点にした深度とする．不飽和層厚について

は，同図に示す通り，2m，3m，4m および 5mの 5 ケー

スとした． 
=60%の均質な砂地盤としては，ここでは，不飽和

砂の液状化に関する既往の遠心載荷模型実験 25)で用いら

れた =60%の豊浦砂を仮定する．有効応力解析におけ

る豊浦砂（ =60%）のモデルパラメタは，表-3 に示す，

実験 25)の再現解析 26)に用いられたパラメタを引用した．

ここに， ：質量密度(t/m3)， ：間隙率， ：基準有効

拘束圧(kPa)， ： における基準せん断弾性係数(kPa)，
/ ： における基準体積弾性係数(kPa)， , ：そ

れぞれ，せん断弾性係数および体積弾性係数に対する有

 
図-12 検討対象水平成層地盤の一次元モデル 

 

表-3 砂地盤のモデルパラメタ 

 
 

 
図-13 砂地盤の液状化抵抗 
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効拘束圧依存指数， ：最大減衰定数， ：内部摩

擦角(deg.)，その他項目：ダイレイタンシーに関するパ

ラメタ18)である．文献26)では，不飽和地盤（ =93%）の

液状化強度は，体積ひずみポテンシャルと液状化強度増

加率の関係 27)に従うとしてダイレイタンシーに関するパ

ラメタを別途設定しているが，ここでは，安全側の設計

の観点でダイレイタンシーに関するパラメタについても

不飽和地盤と飽和地盤で共通であるとした．図-13 に，

本検討で用いた砂地盤の液状化抵抗曲線を示す．同図に

は，参考までに，文献 27)に従った不飽和土の液状化抵抗

曲線 26)を点線（凡例「 =93%(ref)」）で示している．図

より，本検討で用いる不飽和地盤の液状化抵抗（破線）

が十分安全側であることがわかる．透水層（砕石）につ

いては，ダイレイタンシーを考慮せず，表-4に示す，有

効拘束圧 98kPaにおけるせん断波速度が =300m/s相当の

せん断・体積変形特性のモデルパラメタを用いた． 
不飽和地盤（ここでは， =93%）の等価間隙体の体

積弾性係数 は，式(15)を用い， = 2.2 × 10 kPa，
= 140kPa とし， = 2000kPa を設定した．透水層

（砕石）については，ここでは，間隙圧の伝播を遅くす

ることがボイリング抑制指標 の評価に関して安全側

になることを事前に確認しており，飽和度を 50%として，

同式を用い， = 280kPaを設定した．透水層（砕石）

と不飽和地盤の透水係数については， の最大値評価

に与える影響が無視できることから，便宜上，飽和度

100%時のものを用いるものとした．飽和時の透水係数

は，透水層（砕石）で = 1.0 × 10 (m/s)，砂地盤

（ =60%）で = 1.0 × 10 (m/s)とした． 
加振入力波形は，図-14に示す，最大振幅を1.0に正規

化した周波数 2Hz の正弦波（継続時間 50 秒）を最大加

速度 300Gal または 500Gal に調整して用いた．解析時間

としては，加振時間 50 秒に加え，加振後の放置時間は，

間隙圧の増分が地表面で初期サクションに達する時刻

までとした．ただし，シルトや粘土の透水性の低い

土層がある場合のケースでは，加振後の放置時間は3000
秒までとした． 

表-5に，検討ケースを示す．未対策ケースについては，

事前に最大加速度 300Gal と 500Gal に対し，継続時間 20
秒，50秒および 100秒の入力加速度波形を用いた検討を

しており，ボイリング発生の程度は，最大加速度よりも

継続時間の方が影響度が大きい傾向を示すことを確認し

ている．ここでは，基本ケースとして，最大加速度

300Gal，継続時間50秒の入力加速度波形を用いた．ただ

し，一部に最大加速度500Galを適用したケースがあり，

未対策のケース名としては Case i’と表し，対策後のケー

ス名としては表-5に示す通りである．また，不飽和層に

シルト層がある場合についても対策効果を調べるため未

対策地盤の解析を行っているが，この場合のケース名に

ついては省略した．対策基本ケースにおける打設深度と

打設間隔は，定常浸透流解析（設計チャート）に基づく

理論上の組合せを用いた．対策その他ケースにおいて，

Case 1-4’とCase 2-4’については，本工法の設計上の参照打

設間隔 1.5m を適用した場合，液状化層内の支持力の評

価がどうなるかを検討したものである．Case 1-4’-1，
Case2-4’-1 および Case 1-3-1 については，最大加速度

300Gal に対して液状化層内の支持力が確保できるケース

について，最大加速度を500Galに上げた場合について確

認したケースである． Case 1-2-1，Case 1-2-2，Case 2-2-1，
Case2-2-2については，表中の記述の通り，シルトが不飽

表-4 透水層（砕石）のモデルパラメタ 

 
 

 
図-14 正規化された入力加速度波形（2Hz） 

 

表-5 検討ケース 
ケース区分 ケース名 説 明 
未対策 Case i i=1 : 不飽和層厚 2m 

i=2 : 不飽和層厚 3m 
i=3 : 不飽和層厚 4m 
i=4 : 不飽和層厚 5m 
j=1 : 打設深度2m，間隔0.5m 
j=2 : 打設深度3m，間隔1.5m 
j=3 : 打設深度4m，間隔2.0m 
j=4 : 打設深度5m，間隔3.0m 

対策基本 Case i-j 

対策その他 Case 1-4’ 打設間隔 1.5mを適用 
Case 2-4’ 

Case 1-4’-1 最大加速度 500Galを適用 
Case 2-4’-1 
Case 1-3-1 
Case 1-2-1 不飽和層上部にシルト層が 1m

層厚で存在する場合 Case 2-2-1 
Case 1-2-2 不飽和層下部にシルト層が 1m

層厚で存在する場合 Case 2-2-2 
Case 1-2-3 打設深度 3m，打設間隔 3m 

 
表-6 ドレーン打設範囲における等価な透水係数 
打設間隔 

(m) 
等価透水係数 ′ 

(m/s) 
 

0.5 2.22 × 10   
1.5 1.11 × 10   
2.0 9.72 × 10   
3.0 8.34 × 10   

 

項目 設定値 項目 設定値
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和層砂地盤内に存在した場合の検討ケースである．これ

らのケースでは，シルトの透水係数は = 1.0 ×
10 (m/s)とし，収縮的ダイレイタンシーを制御するパ

ラメタ は砂の半分の値（0.45）とした．粘土について

も透水係数を = 1.0 × 10 (m/s)とし， を砂の 1/10
として事前に検討したが，対策効果については，シルト

の場合と同様の傾向であることを確認している．Case 1-
2-3は，補足的な検証として，実験 6)においてボイリング

を抑制できなかったケース（不飽和層厚 2m，打設深度

3m，打設間隔 2.4m）に対して行った解析で，打設仕様

の間隔 1.5mを 3.0mに広げたケースである． 
なお，対策ケースにおいては，表-6 に示す，式(17)に

より求められる等価な透水係数を用いた．シルト層が不

飽和層内に存在する場合のケース（Case 1-2-1，Case 1-2-2，
Case 2-2-1，Case2-2-2）においては，表-5 に示す等価透水

係数値から 2オーダー小さくした値を用いた． 
c) 検討結果 

地震後における液状化層から表層地盤への水圧伝播の

挙動を確認するため，未対策ケース Case 2（不飽和層厚

3m）を例に間隙圧 （＝初期間隙圧 ＋地震動による増

分間隙圧∆ ），鉛直有効応力 ′ ，有効応力減少比

（ < 0のとき = 0， > 1のとき = 1とした），

および地震動による増分体積ひずみ∆ について整理し，

図-15 に各種深度分布を，図-16 に間隙圧 の代表深度に

おける時刻歴を示す．ただし，これらの図では，ボイリ

ング対策効果の評価には時刻 までの解析でよいが，

地表面でサクションが切れた時点以降の挙動を確認する

ため，時刻 に達した時点（図-15(a)， =0 箇所参照）

で地表面の間隙圧の境界条件を排水境界に変更した場合

（図-16，一点鎖線参照）の解析結果を示してある．図-

15 において，地震直後（ =50sec，△印プロット）の段

階では， ≥ 0.9の状態を液状化状態と仮定すると，

(c) 分布に示す通り，G.L.-4.5m 以深で液状化すると予

想される．港湾基準による液状化判定では，Case 1～
Case 4 のすべてにおいて，地下水位以下の飽和土層全体

が液状化すると判定される．図-4に示す設計フローにお

いては，本詳細設計法を省略できるとしており，この場

合，安全側の設計になることが確認できる．一方で，本

詳細設計法を適用した場合，本工法の適用範囲が広がる

こともあるため，より合理的な設計が可能になる．地震

直後（ =50sec，△印プロット）から時刻 （ =477sec，
実線）までの間，液状化が予想される G.L.-4.5m を境に，

以深では過剰間隙水圧∆ の消散と体積ひずみ∆ の収縮

が，以浅では液状化層からの水圧伝播による間隙圧 の

増加と∆ の膨張が確認できる．また，この間のこれら

の増減は単調であることが図-16 より確認できる．特に，

液状化層より上の表層地盤のみに着目すれば，時刻

 
図-15  Case 2（不飽和層厚 3m；未対策）における各種深度分布 

 

 
図-16 Case2における間隙圧時刻歴 
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に達した時点で と ，および∆ の膨張は最大となり，

′ は最小となる．このとき，不飽和層の の最大値は

全体的に 0.5 以上であることからボイリングが発生する

可能性が高いと予想される．時刻 に達して以降は，

全層において間隙圧が消散し，地震後 1000sec 経過した

時点（ =1050sec，破線）で不飽和層で地震直後の状態付

近まで戻り，地震後 2000sec 経過した時点（ =2050sec，
点線）で全層で地震前の状態（ =0sec，□印プロット）

まで戻るのが確認できる．以上の挙動は，均質な砂地盤

を対象とした場合について，実際の地震時および地震後

の挙動を説明するものでもある．本解析では比水分容量

や比透水係数の経時変化を考慮していないため，間隙圧

の伝播速度については近似的なものとなる．ただし，ボ

イリング抑制指標 の評価では，間隙圧の伝播速度に

よる影響は，時刻 までにおいて安全側の評価になる

ように考慮されている．以下では，このボイリング抑制

指標 を用いて簡易設計法で決定される理論上の打設

仕様について検証した結果を述べる． 
図-17 に，基本対策ケースにおける有効応力減少比

を示す．不飽和層内においてドレーン材が打設された深

度までの の最大値を G.L. -0.25m，-1.75m，-2.75m，-
3.75m，-4.75m について見ると，図中の星印で示してい

るように， Case 1-4 が最大で約 0.36，その他のケースで

も約 0.15以下まで抑えられ，少なくとも不飽和層内では

ボイリングを確実に防げることが確認できる．特に，

Case 1-4 は液状化層まで深く打設されたケースで，簡易

設計法（定常浸透流解析）の前提条件（ドレーン打設後

において液状化層より以浅の層がボイリング抑制の対象

層になるという前提条件）に合致し， の最大値が許

容値 （=0.5）付近にあることから，定常浸透流解析

による簡易設計法（理論上の打設仕様）と遠心載荷模型

実験 5),6)の両方に対して整合性が確認される．液状化層

に打設されているケース（Case 1-3，Case 1-4，Case 2-4）
のうち，打設深度が支持力確保に必要な層厚に等しいと

したとき，図-17(a)，(b)からわかるように，支持力が確

保できるのは Case 1-3のみで，残る 2ケースはいずれも

支持力を確保できない．この支持力を確保できないケー

ス（Case 1-4，Case 2-4）に対して設計上参照される打設

  
図-18 設計上の参照打設間隔 1.5mを適用した場合    図-19 地震動を大きくした場合 

 

 
図-17 理論上の打設仕様を適用した対策基本ケースにおける有効応力減少比 
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間隔 1.5mを適用すると，図-18（Case 1-4’，Case 2-4’）に

示す通り，支持力を確保できるようになる．一方，未対

策時液状化層内においてドレーン打設後に支持力が確保

できるケース（Case 1-4’，Case 2-4’，Case 1-3）を対象に入

力最大加速度を 300Gal から 500Gal に大きくすると，図-
19 に示す通り，未対策時の液状化層厚が変わり，支持

力を確保できなくなるケース（Case 1-3，Case 1-4’-1）と

支持力を確保したままのケース（Case 2-4’-1）にわかれ

る．このように特定の地震動に対してボイリング対策効

果を詳細に予測評価できることから，地震動に対して詳

細な評価ができない簡易設計法を補う上で，詳細設計法

（疑似一次元有効応力解析）は有効である． 
図-20 は，不飽和層内に低透水層（ここでは，シルト

層を仮定）が存在する場合の である．未対策地盤で

は，(a)と(c)のように低透水層が地表面側にある場合，地

震直後の の増加程度は不飽和層厚に依存するものの，

は増加し続け，最終的に不飽和層厚に関係なく低透

水層直下で完全に液状化状態となる．一方，(b)と(d)の
ように低透水層が地下水位面上にある場合は，低透水層

下の飽和層では地震直後の段階で完全に液状化状態にな

る．このような地盤に対してボイリング対策としてドレ

ーン材の打設仕様（ここでは打設深度 3m，打設間隔

1.5m）を適用した場合，(b)に見られるように液状化層へ

の打設となるものの，ボイリング抑制効果としては低透

水層が存在しない場合と同程度になることが確認できる．

このことから，低透水層が存在する場合であっても簡易

設計法による打設仕様は，本工法として適用可能である

といえる． 
以上は，簡易設計法による打設仕様に対して詳細設計

法である疑似一次元有効応力解析を用い，簡易設計法の

妥当性について検証した結果である．最後に，補足的な

検証として行った，簡易設計法による打設仕様を満足し

ない Case1-2-3（打設深度 3m，打設間隔 3m）の解析結果

を図-21 に示す．図より，一部ではあるがボイリングが

発生する可能性があることがわかる．これは，同様に打

設仕様を満足しない条件（打設深度 3m，打設間隔 2.4m）
を用いた場合にボイリングが観察された模型実験 6)と整

合する．この結果は，詳細設計法である疑似一次元有効

応力解析の妥当性を示すと同時に，限界動水勾配を上回

る設計動水勾配を強制的に与える実験や簡易設計法（設

計チャート）は，安全側の評価になるものの，妥当な範

囲であることを示すものでもある．以上より，本提案設

計法全体の妥当性が明らかになり，本提案設計法はボイ

リング被害抑止工法の設計において有用といえる． 
 
6. 結論 

 
大規模地震に備えて経済的に減災を講じる上で有用と

なるボイリング被害抑止工法に関して，その設計法を提

案した．設計法の提案にあたっては，まず，既往の遠心

載荷模型実験，定常浸透流解析および有効応力解析に基

 
図-20 不飽和層内に低透水層が存在する場合（打設深度 3m，打設間隔1.5m） 

 

 
図-21 打設間隔を設計仕様よりも広げた場合 
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づいてボイリング対策原理を整理し，ボイリング抑制指

標 （有効応力比減少比）を導入した．次に，その対

策原理に基づき簡易設計法により人工排水材の打設仕様

（打設深度と打設間隔）を決定し，より合理的な設計が

行えるよう，その打設仕様に対して詳細設計法（疑似一

次元有効応力解析）を用いてボイリング対策効果を照査

するという一連の設計フローを確立し，これを提案した．

本提案設計法の妥当性について，詳細設計法である疑似

一次元有効応力解析（簡易三相系による非定常不飽和浸

透流解析）を用いて検証した．その結果，有効応力解析

が地震後の不飽和浸透流現象を適切に説明できることを

確認した上で，主に，i) 簡易設計法による打設仕様は，

安全側の設計であるものの，妥当な範囲にあり，ii) 詳細

設計法，簡易設計法および遠心載荷模型実験は，ボイリ

ング抑制指標に関して互いに整合性を示すことを明らか

にした．以上より，本提案設計法の妥当性が検証され，

本設計法はボイリング被害抑止工法の設計において有用

であることを示した． 
なお，簡易設計法では，設計動水勾配として実験結果

をもとに 1.5 を標準としたが，今後設計動水勾配に関す

る知見が広まれば，現状よりも低い値を適用できると考

えられる．より合理的な設計施工の実現に向けて今後も

引き続き検討していく． 
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付録 簡易設計法に用いる設計チャート 
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PROPOSAL OF A DESIGN METHOD USING THE ARTIFICIAL DRAINAGE 
MATERIAL FOR SUPPRESSING THE SAND BOIL DAMAGE DUE TO 

LIQUEFACTION DURING EARTHQUAKES 
 

Soichi TASHIRO, Hideyuki ASADA, Kazuhiko UENO,  
Binh NGUYEN and Shinji SASSA 

 
The sand boil damage suppression (SBDS) method is a new concept-based countermeasure against the 

sand boil damage such as a roughness and undulation of the ground surface due to liquefaction during 
earthquakes. The SBDS method can quickly absorb the pore water pressure propagating from the liquefied 
sandy soil layer by installing the artificial drainage material system into the unsaturated soil layer including 
the shallow layer of the saturated soil layer. It is necessary to newly develop the design method for the 
SBDS, because the principle of a countermeasure against the sand boil damage regarding the SBDS method 
is quite different from the conventional one against the sand liquefaction regarding the dissipation of excess 
pore water pressure (DEPP) method, even if both methods apply the similar artificial drainage material. 
The authors propose the newly developed design method for the SBDS based on our previous studies using 
the centrifuge model tests, the steady seepage flow analyses and the effective stress analyses for the SBDS 
in this paper. 


